
 

【令和４年度】第６回政策会議審議結果 

日程：令和４年 11月 28日（月） 

場所：本庁舎５階 庁議室   

 

【議  題】  天明校区施設一体型義務教育学校基本計画における事業手法の決定につ

いて 

 

【提 案 局】 教育委員会事務局（学校改革推進課） 

 

【出 席 者】 市長、副市長、政策局長、総務局長、財政局長、 

文化市民局長、健康福祉局長、環境局長、経済観光局長、 

農水局長、都市建設局長、南区長 

 

【付議内容】 天明校区施設一体型義務教育学校基本計画における事業手法を確定した

い 

 

【資  料】 ① 付議事項調書（様式１） 

② 政策調整会議の審議結果及び対応状況（様式４） 

③ 概要資料 

④ 本編資料 

⑤ 参考資料 

 

 

【審議結果】 指摘事項に対応のうえ了承 

 

【議事概要】 天明校区施設一体型義務教育学校基本計画における事業手法については、

以下の指摘に対応のうえ了承した。 

 

・ＤＢ方式を採用するにあたっては、地域経済への影響を考慮し、地元

企業に対する配慮を丁寧に行うこと。 

 

・統合後の義務教育学校への通学路の整備など周辺環境の整備について

は、関係局と協議しながら適宜対応を行うこと。 

 

・今後の施設整備にあたっては、地球環境に配慮した施設となるよう、

環境局や都市建設局等と協議しながら進めるとともに、財源について

も国等の補助金の動向を注視しておくこと。 


